
第3回年次
脱炭素化状況報告書
脱炭素化に向けた投資の妥当性は、ますます高まっている。先進企業は、サステナビリティへの
取り組みが収益性、成長、レジリエンスの向上につながることを実証しつつある。



世界の温室効果ガス排出量は、毎年、過去最多を更新し続けています。そのような中、気候変動対応を巡る状況は、いま大きな転換点を迎えています。脱炭素化に向けた政策・技術・
資本市場の動きが着実に進む一方、地政学的緊張、エネルギー安全保障への懸念、インフレ圧力、産業競争力を巡る政策対応などが複雑に絡み合い、企業経営には従来以上に高度で
現実的な判断が求められています。日本においても、GX（グリーントランスフォーメーション）の推進、排出量取引制度や炭素価格付けの議論、再生可能エネルギーの導入拡大、サプライ
チェーン全体での排出削減要請の強まりなどを背景に、脱炭素化はもはや一部の先進企業だけの課題ではなく、あらゆる産業に共通する経営アジェンダとなっています。

本報告書は、こうした状況の下で、企業の脱炭素化が実際にどこまで進んでいるのか、またどこに課題が残されているのかを、豊富な分析を通じて示しています。特に、スコープ1・2
では多くの企業が一定の前進を見せる一方、排出の多くを占めるスコープ3ではなお難易度が高く、進捗のばらつきも顕著であることが示されています。報告書は、脱炭素化の成否が自
社の取り組みだけでなく、調達、製品設計、エネルギー戦略、さらにはバリューチェーン全体の協働に左右される段階に入ったことを明確に示しています。

また、脱炭素化はコスト要因や規制対応にとどまるものではなく、製品・サービスの競争力、エネルギーレジリエンス、資本配分、そして中長期の企業価値創造と密接に結びついてい
ます。先進企業は、サステナビリティを事業や製品の設計に組み込み、リスク低減と成長機会の獲得を同時に実現しつつあります。これは日本企業にとっても、環境対応を「守り」から「攻
め」の戦略へと進化させる重要な示唆となるでしょう。

本報告書が、皆さまにとって、国内外の潮流を俯瞰しつつ、自社の脱炭素戦略をより実効性あるものへと高める一助となれば幸いです。
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脱炭素化に取り組む意義は、いっそう強まっている。
PwCの第3回年次脱炭素化状況報告書では、先進企業がどのように成果を上げているのか、 
そしてリーダーが次に何をすべきかを示している。

サステナビリティ先進企業にとって、この1年は嵐のように感じられたか
もしれない。実際、その受け止め方は間違っていないだろう。

これまでクリーン・エネルギー・プロジェクトを後押ししてきた連邦政府
の公的支援は打ち切られ、その結果、一部の支援やプロジェクトは完全に
廃止された。段階的に廃止される支援もあり、企業は速やかに事業化を
進めるか、機会を失うかの選択を迫られた。

何年もかけて構築されたサステナビリティプログラムは、突然リスクとし
て扱われ、その効果と対外的なイメージの双方が疑問視されるようになっ
た。画期的な開示規制は、導入直後から逆風にさらされた。その間も、異
常気象や地政学的リスクの高まり、サプライチェーンの分断など、本来、こ
れらのプログラムが取り組むはずの脅威はますます深刻化してきた。

「サステナビリティはピークを過ぎた。もう次の段階に進むべきだ」とい
う見方が定着しつつあった。

しかし、実際の状況は異なっていた。

本報告書は、数千社にのぼる企業の開示資料や関連文書に含まれる数
百万件のデータポイントを、AIを用いて分析した結果に基づいて記載して
いる。そこから見えてきたのは、上記の見方とは異なる実態である。多くの
企業はサステナビリティに関する語り口を変えただけで、具体的な取り組
み自体は変えていなかった。経営環境が変化する中でも、掲げたコミット
メントは一貫して維持されてきた。

• 10社中8社（82％）が、企業目標の達成に向けたスケジュールを維持、
または前倒しした1,2。

• 設定目標を引き上げた企業は23％で、引き下げた企業は18％である1,2。

• 着実な進捗も確認されており、目標達成に向けて順調に進んでいる
組織の割合は、例年より高くなっている1,2。

これは世界が気候目標の達成に向けて順調に進んでいるという意味で
はない。情報を開示している企業の脱炭素化に向けた取り組みが継続し
ていることを示唆している。

実のところ、こうした分析結果は、十分に予測できるものだった。同様
の傾向が3年続いているからである。メディアでは「脱炭素からの後退」
が取り上げられているものの、データが示す実態は異なる。現実は、メディ
ア報道が示唆するよりも複雑で、レジリエントであり、極めて大きな意味
を持っている。

では、何が変わり、なぜそれが重要なのか。15年前、サステナビリティ
は、主にコスト効率化とリスク管理という限られた枠組みの中で語られて
いた。各社は、エネルギー使用量の削減や廃棄物の抑制に取り組んでい
たものの、多くは漸進的な改善にとどまり、中核となる事業戦略とは切り
離された断片的な活動であった。

その後の数年間で、意欲的な取り組みは加速し、企業の気候変動目標
の達成時期は前倒しされ、コミットメントの対象も広がっていった。科学
的根拠に基づく目標が支持を集めるようになり、サステナビリティは企業
の価値観とリーダーシップを示すものとなった。
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サステナビリティは、財務規律と戦略的な精緻さが求められる新たな段階に移行しつつある。各企業は資本配分の精
度を高め、レジリエンス、リスクエクスポージャー、成長、収益性の観点から、あらゆる事業活動を厳格に評価している。
サステナビリティも、他の戦略的手段と同様に位置づけられるようになり、より厳しい問いが投げかけられている。

サステナビリティは、企業の経済性を向上させ得るのか？
この報告書で示されている調査結果は、これを明確に肯定している。

企業が脱炭素化を新たな視点で見直す動きが強まる中、以下の5つの点がより鮮明になってきた。

• 目標の表明から、規律ある着実な実行へ：コミットメントは本格化しており、脱炭素化を進める上で必要な段階に
入っている。新たに脱炭素目標を公表した件数はわずか7％1,2の増加にとどまったが、コミットメントは科学的根拠に
基づくものとなり、量よりも質が重視されるようになった。目標達成に向けた進捗も改善しており、スコープ1・2の
削減目標については、例年より多くの企業が達成に向けて順調に進んでいた。

• より厳格な資本配分を通じたエネルギーレジリエンスの実現：地政学的なエネルギーショックと需要の急増により
電気料金が高騰したほか、政策変更に伴いクリーンエネルギー投資への税額控除が段階的に廃止された。それでも
企業は、脱炭素化にかける費用を抑えながら、より大きな成果を上げている3,4。これは供給側への投資ではなく、無
駄の削減や高リターンが見込める施策、特にエネルギー需要の抑制を優先することで実現されている。一部の排出
削減が困難な（ハード・トゥ・アベート）セクターでは、クライメートトランジション（気候変動に伴う移行）に整合し
た活動へ、より高い割合の資本を配分している企業ほど、より高い企業価値評価を得ている。これこそが投資家が注
目するポイントである。

• サプライチェーンのリスク低減：多くの企業は、サプライチェーンの可視化が極めて重要であるにもかかわらず、それ
を十分にできないまま事業を展開している。一次サプライヤーより上流の活動で、排出量を継続的に追跡できている
企業は、わずか18％にすぎない5。サプライヤーとのエンゲージメントにより、スコープ3排出量の削減は可能となる。
一方で、影響の大きい排出源は、自社の外に存在していることがほとんどである。先進企業は、サプライネットワーク
のマッピング、影響力の大きいサプライヤーとのエンゲージメントの優先順位付け、そしてサプライヤーのパフォーマ
ンスを支えるインセンティブと説明責任の仕組みづくりを通じて、競争優位性を築きつつある。

• 製品設計への脱炭素化の組み込み：スコープ3の脱炭素化は、製品レベルで成否が分かれる傾向が強まってい
る。スコープ3の削減目標達成に向けて順調に進んでいる企業は、製品ライフサイクル全体にサステナビリティの
取り組みを統合している傾向が強い。目標達成が順調な企業の31％が製品サステナビリティの取り組みを本格
的に導入しているのに対し、目標達成が遅れている企業におけるその割合は19％にとどまっている1,5。ビジネス
上の利点も明確である。サステナビリティに配慮した特徴を持つ製品は、そうでない製品に比べて、6％から25％
以上の増収を実現できる可能性がある6,7,8,9,10。

• AI導入による排出削減効果の具体化：企業は、状況を大きく好転させ得る解決策をすでに手にしている。企業の
60％が脱炭素化に向けてAIの活用を開始しているものの、測定可能な成果を報告している企業は1％未満にと
どまっている。サステナビリティをAIシステムに直接組み込んでいる企業は、従来では難しかった規模とスピード
で、排出量削減の機会を特定し、実行に移すことができる5。

以下のページでは、これら5つの考察を詳しく掘り下げる。各項目について関連データを示し、その意義を解説す
るとともに、企業の事業に与える示唆を明らかにする。ここからは、進捗が着実に維持されている領域、ビジネスケー
スが最も強固な領域、そしてレジリエンスと収益の双方を高めるために今注力すべき手段について見ていく。

この報告書は、全体を一貫性のあるストーリーとして読み進めることも、関心のある
テーマ、モジュールごとに参照することも可能な構成としている。各ページ下部のリン
クを使うことで、関心のあるセクションに直接アクセスできる。
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数字で見る脱炭素化の現状

23%
目標

69%
進捗

15～59%
資本配分

7～25%
エネルギーレジリエンス

18%
サプライチェーン

8～13%
製品のサステナビリティ

60%
脱炭素化におけるAI

33%
製品のサステナビリティ

の企業が気候変動に対する設定目標を引き上げたが、
18％の企業は目標を引き下げた1,2

の企業がスコープ 1・2の目標達成に向けて進捗して
いる。この割合は、前年の67％から増加した1,2

のエネルギー価格の高騰により、エネルギーの最適化
がこれまで以上に不可欠な経営課題となってきている11

の利益率の向上が期待できるのは、サステナビリティ
を製品設計に効果的に組み込んだ消費財メーカーや
小売業者である3,5

の収益が、2030年までにクライメートトランジションに
対応することにより期待される1

のバリュエーションのプレミアムが、クライメートトラン
ジションにより多くの資本を配分している主要セク
ターの企業に与えられる3,4

の企業しか一次サプライヤーを超えた活動および 

排出量を継続的に追跡できていない5

の企業が脱炭素化のためにAIを活用していると報告し
ているが、実際にAIによる排出量の削減効果を報告し
ている企業はわずか1％にすぎない5
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目標設定から 
規律ある着実な実行へ

はじめに 製品のサステナビリティ 脱炭素化におけるAIサプライチェーン 分析手法と出典今後の展望エネルギーと資本目標設定と進捗
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目標設定と進捗



26%

16%

10%

7%

47%

59%

8%

6%

8%

12%2025年

2024年

引き上げられた
設定目標

わずかに
引き上げられた
設定目標

変わらなかった
設定目標

引き下げ調整
された設定目標

引き下げられた
設定目標

設定目標の前年比増減率
（企業の割合）

クライメートトランジションへのコミットメントにおいて、新たなシグナルは 
目標のさらなる引き上げではない。規律をもって着実に実行することである。

2025年は多くの組織にとって試練の年となったが、脱
炭素化に向けた姿勢が揺らぐことはなかった。10社中8社
（82％）が、気候変動への取り組みを維持するか、目標達
成までのスケジュールを前倒しした1,2。進捗も維持されて
おり、自社の目標達成に向けて順調に進んでいると報告
した企業の割合は、例年よりも高くなっている。

一方で、コスト上昇、資金調達環境の引き締め、政策
の不確実性を背景に、約5社に1社（18％）が気候変動
に伴う移行に関する目標を引き下げた1,2。一部の企業は
以前のコミットメントを後退させたり、削減予定排出量の
絶対量を減らしたりしたが、目標の引き下げが脱炭素化
からの撤退を意味するわけではない。

場合によっては、むしろ健全な規律が働いていること
を示している。より信頼性の高いデータ、厳格なガバナン
ス、現実的な実行計画に基づき、各組織が軌道修正を進
めているためである。その結果、注目を集めるような大き
な公約は減るかもしれない。しかし、提示されるコミット
メントは、より信頼性が高く、資金調達の裏付けがあり、
実行可能性の高いものになる。

脱炭素化に向けた目標を強化、または維持している企
業は、事業のサステナビリティを確かなものにするため、主
に3つの課題に対応している。

脱炭素化への圧力が上流へ波及：多くのサプライヤーは、
主要顧客である大企業から、排出削減目標の設定、温室効
果ガス排出データの開示、よりサステナブルな製品の提供
を求められるようになっている。

経済的合理性の高まり：脱炭素化は、コスト削減、成長、リ
スク低減の面で成果をもたらしている。企業は、エネルギー
効率の改善やオペレーションの最適化といった投資収益率
の高い施策を優先している。一方で、低炭素製品への需要
拡大は、新たな収益機会を生み出している。エネルギー供
給への不安が常態化する中で、脱炭素化は不確実性に備
える手段としての意味合いも強めている。

物理的リスクおよび移行リスクへの理解の深化：企業サス
テナビリティ報告指令（CSRD）12やカリフォルニア州SB 

26113などの規制対応を進める中で、企業は気候変動に伴
う物理的リスクや移行リスクから事業を守るため、対応力
を高める必要性を認識している。目標設定は、単なる意図
の表明にとどまらず、リスクの低減や脆弱な事業の保全に
直結するものとなりつつある。

気候変動目標を強化する企業は増
えている。23％の企業が目標を引き
上げた一方で、18％の企業は目標
を引き下げた1,2。

四捨五入のため、各項目の合計が総計と一致しない場合がある。
出所：PwC分析、CDP（2024～2025年）
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出所：PwC分析、CDP（2024～2025年）

2025年に脱炭素化目標を設定した企業数の前年比
増加率1,2

脱炭素化に関する新規目標の設定ペースは鈍化して
いる。多くの関係者が最も誤解しやすいのは、まさにこの
点である。

2025年に新たな脱炭素目標を公表した企業数の伸び
は、2023年の45％増、2024年の29％増を経て、7％増
へと落ち着いた。長年にわたり目標設定が急速に広がっ
た結果、まだ目標を設定していない大手上場企業の母数
は、当然ながら縮小している。

新たに目標を設定する企業数は減っているものの、目
標の内容はより厳格になりつつある。多くの企業が、科学
的根拠と整合した目標、または外部機関によって認定さ
れた科学的根拠に基づく目標を設定している。

各社はサプライヤーに対し、目標を設定するよう働
きかけている

大企業による目標設定の波及効果と規制圧力は、デー
タ上で2つの現象として表れている。第1に、アジア・オセ
アニア地域の企業で目標設定が大幅に活発化している。
この地域は、多くのサプライチェーンにとって極めて重要
な拠点である。第2に、スコープ1および2の削減目標を設
定している企業の収益中央値が低下している。収益中央
値は、2020年の41億米ドルから、2025年には11億米ド
ルへ減少した1,2,3。

スコープ3の間接排出の多くは、企業の直接的な管理下
にはない。これら2つの現象は、大企業が排出量削減に向
けてサプライヤーに積極的に働きかけていることを示して
いる。

今後、目標の再評価に着手する企業が相次ぐと見込ま
れる。義務が生じた段階で既存のコミットメントを再確認
するにとどまる企業もあれば、マイルストーンとなる期限
が近づく中で新たな目標を策定したり、競合他社や顧客の
変化に対応して戦略を見直したりする企業も出てくるだろ
う。GHGプロトコル14や目標設定フレームワークが改定さ
れる可能性を踏まえると、適切な対応策を策定するには、
慎重な分析と将来を見据えた検討が不可欠である。

脱炭素化目標を掲げる企業の増加
（企業数）

北米 欧州

中東、アフリカ、南米 アジア、オセアニア

GHG目標 科学的整合目標 SBTi認定目標 科学的ネットゼロ目標
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75%

-6%
-6%

-2% -1% -5%
-4%

現在の
排出量

基準年の
排出量**

製造プロセスの
効率化

再生可能
エネルギーの
自家発電

再生可能
エネルギーの
調達

燃料転換と
低炭素燃料の
導入

社用車
および輸送の
最適化

その他
（建物のエネルギー効率
化、漏出およびメタン排
出の抑制、廃棄物削減、
サーキュラリティの向上）

出所：PwC分析、CDP（2025年）

** 基準年とは、各企業が設定した排出削減目標の基準年を指し、企業によって異なる。
* この分析では、スコープ2の市場ベースの排出量が考慮されている。

四捨五入のため、各項目の合計が総計と一致しない場合がある。

着実な進捗が見られるものの、スコープ1および2の排出量削減には依然として困難な課題が
残っている

2025年までに事業活動に伴う排出
量削減目標を達成する見込みの企
業は、例年より増加している1

今後、スコープ2の脱炭素化は一段と難しくなる可能
性がある。これはAIやデータセンターの増設に伴い、ハイ
パースケーラー（巨大IT企業）の電力需要が急増してい
るためだ。その一方で、米国ではクリーンエネルギーの生
産・投資税額控除が廃止され、大規模な洋上風力発電
プロジェクトも停滞している。改訂が提案されているGHG

（温室効果ガス）プロトコル14では、再生可能エネルギー
の調達に対して、発電地と消費地の整合性や、発電時間
と消費時間の一致を含む、より厳格な要件が求められる
方向にある。

事業活動の脱炭素化において、スコープ1（直接排
出）の削減は、最も難しい課題となることが多い。

各拠点でスコープ1排出量を削減するには、大規模
な資本投入が必要であり、オペレーションも複雑で、
実行までに時間を要する。燃料や冷媒の供給源につ
いて資産レベルで分析し、電化や代替燃料への明確
な移行計画を策定することが求められる。あらゆる意
思決定が、コスト、スケジュール、業務パフォーマンス
に影響を及ぼす。

こうした事情から、スコープ1の目標達成に向けて
順調に進んでいる企業は全体の46％にとどまり、前
年から横ばいであった。なお、分析対象となった組織
全体では、スコープ1排出量が事業活動に伴う排出
量の80％以上を占めていた1。先進企業は、脱炭素化
を設備更新と連動させることでこの課題に取り組ん
でおり、自然な再投資のタイミングを捉えて燃料需要
ならびに関連するコストと排出量の削減に取り組ん
でいる。これを実現するには、脱炭素化に必要な設
備投資（CapEx）を適切に実行し、そのタイミングを
見極めるために、財務部門との緊密な連携が不可欠
である。

エネルギー供給の制約や米国の政策変更にもかかわ
らず、スコープ1および2の削減は着実に進んでいる。
2025年時点で目標達成を見込む企業の割合は、2023年
および2024年時点と比べて増加している1,2。

企業は目標達成に向け、より詳細で実行可能な計画を
策定している。その多くは、スコープ2排出量の削減や再
生可能エネルギーの活用を積極的に進める内容である。
具体的には、自社敷地内への再生可能エネルギー設備
の設置や、外部からの再生可能エネルギーの調達などが
含まれる。

前年と比べた目標への進捗状況（スコープ1および2）

企業全体における手段別GHG排出削減総量（スコープ1および2*）

注： 企業が目標達成の軌道に乗っているかどうかの評価は、各企業の基準年から目標年までの直線的な削減シナリオに基づく、予測排出削減量
を基準として行われる。

出所：PwC分析、CDP（2024～2025年）
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-5%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

7% 7.5% 8%

保守的目標・進捗良好

製造業

農業・食品・飲料

電力・公共事業

化学・素材

金属・鉱業

保守的目標・進捗遅延

輸送・物流

意欲的目標・進捗遅延

電気機器、制御、
および自動化

自動車

ヘルスケア

建設・不動産

石油・ガス

消費財・小売
意欲的目標・進捗良好

テクノロジー・
電子機器

年間削減目標

2億5,000万tCO2e

スコープ1および2（mtCO2e）排出量

（目標に対して）

2025年の
前進または
後退割合（％）

業界によって脱炭素化の進捗状況は異なる

昨年と同様、意欲的な目標が浸透しているセクターでは、保守的な目標を掲げるセクターに
比べて脱炭素化が早く進む傾向が見られる。目標達成に向けて順調に進んでいる企業であって
も、排出量の多い排出削減困難（ハード・トゥ・アベート）セクターと、排出量の少ないセクター
との間では、脱炭素化戦略に依然として大きな違いがある。

排出削減困難セクターでは、スコープ1排出量が大部分を占めている。順調に進捗している企
業は、プロセス効率化や漏えい防止を通じて、これらの排出量削減に成功している。一方で、石
油・ガスおよび電力・公益セクターからのコミットメントは増えているものの、削減ペースは鈍化
している。これは、今後より資本集約的な削減策が必要になることを示唆している。

低排出セクターでは、排出量がスコープ2に偏っている。そのため、非バンドル型の再生可能
エネルギー証書（REC）やバーチャル電力購入契約（vPPA）など、再生可能エネルギー電力の
調達が、主要な脱炭素化戦略となっている。

脱炭素化の進捗ペースを維持するには、あらゆるセクターの企業が、より多様で高度な脱炭
素戦略を採用する必要がある。今後は、エネルギー需要削減プログラムの一層の強化、低排出
型設備への資本投下、再生可能エネルギー戦略のさらなる推進が求められる。これらは、スコー
プ2排出量の追跡手法の見直し案に対応し、新たな市場環境および会計上の枠組みへ移行して
いくための取り組みでもある14。

各企業は、脱炭素化に向けた順調な進捗を維持するため、 
従来よりも一段と洗練された戦略へ転換するという難題に 
直面している

注：設定目標とは、企業が設定した年間排出削減目標を指し、削減率が高いほど目標が高いことを示す。

出所：PwC分析、CDP（2025年）

企業によって設定目標のレベルは異なるものの、ほとんどのセクターで
排出量削減目標を達成する見込みである1

スコープ1および2の進捗と設定目標
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37%
46%

49%
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100%

基準年の
排出量

購入した物品
・サービス
（カテゴリ1）

燃料および
エネルギー
関連活動

（カテゴリ3）

その他の
上流部門

販売された
製品の使用
（カテゴリ11）

その他の
下流部門

現在の
排出量

9%

1% -17%

75%

91%

8%

83%

100%

-1%

-0.2%-0.4%

基準年の
排出量

購入した
物品・サービス
（カテゴリ1）

販売した
製品の加工
（カテゴリ10）

その他の
上流部門

販売された
製品の使用
（カテゴリ11）

その他の
下流部門

現在の
排出量

製品レベルの取り組みによるスコープ3の進捗

スコープ3における 
上流GHG排出量の大きな割合を占めるセクター

出所：PwC分析、CDP（2024–2025）

スコープ3における 
下流GHG排出量の大きな割合を占めるセクター

（農業、食品・飲料、化学・素材、消費財・小売、ヘルスケア、電力・公共事業、輸送・物流） （自動車、建設・不動産、電気機器、制御・自動化、石油・ガス、金属・鉱業、製造業、
テクノロジー・電子機器）

大半の企業で、スコープ3排出量が排出内訳の大部分を占めており、事業活動
に伴う排出量をはるかに上回っている1,2。その結果、脱炭素戦略の信頼性は、自
社内での取り組みを超え、上流のサプライヤーから下流における製品の加工・使
用に至るまでの活動を含めた進捗状況に左右されるようになっている。

しかしながら、その脱炭素進捗状況には依然としてばらつきが見られる。多くの
企業が自社の操業における脱炭素化プログラムを推し進める一方で、スコープ3の
削減については、その把握が困難な状況が続いている。設定したスコープ3排出量
削減目標に対して現在順調に進捗している企業は56％にとどまっており、これは
企業の直接的な管理範囲外にある排出量に影響を与えることの難しさを反映して
いる1。エネルギー効率の改善や再生可能エネルギーの調達など、自社で実施する
ことのできるスコープ1および2の削減とは異なり、スコープ3の削減にはサプライ
ヤー、顧客、そして業界全体のエコシステムにおける協調的な変化を必要とする。

全体として、スコープ3のカテゴリ11の排出量（すなわち、車両で燃焼される燃
料、家電による電力消費、または産業機器の運転に使用されるエネルギーなど、
会社で販売した製品の使用に伴う排出量）は、削減の最大のシェアを占めており、
特に下流の排出量のシェアが大きいセクターにおいて、脱炭素化の手段としての
製品設計、効率性、および電化の影響を示している1。

先進企業は、エネルギーと天然資源の消費を減らし、電化を可能にし、ライフサ
イクルへの影響を減少させる製品を進化させている。こうした製品レベルでの介
入は、イノベーションや市場の需要と結びついた脱炭素戦略が、バリューチェーン
全体の調整が依然として困難な状況下においても成果を生み出し得ることを示す
先進的な兆候である。

前年と比べた目標への進捗状況（スコープ3）

企業全体におけるカテゴリ別のGHG排出削減総量（スコープ3排出量）

スコープ3の上流部門 スコープ3の下流部門

* 基準年とは、各企業が設定した排出削減目標の基準年を指し、企業によって異なる。
出所：PwC分析、CDP（2024～2025年）

四捨五入のため、各項目の合計が総計と一致しない場合がある。
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スコープ1および2と同様に、スコープ3でも、削減目標の水準とセクター単位の進捗には正
の相関が見られる。より意欲的な目標を掲げるセクターほど、目標達成に向けた進捗が早い傾
向にある1。

しかし、セクターごとの排出削減実績には依然としてばらつきがあり、目標達成に必要な
ペースに後れを取っているセクターの方が、先行しているセクターよりも多い。高い実績を上げ
ているセクターや企業には、いくつかの共通点がある。サプライヤーとのより深いエンゲージメ
ント、バリューチェーンに関するデータ品質の改善、そして調達や製品設計における、より的を
絞った施策の活用である。

最大のリスクは、依然として影響力の大きい少数のセクターに集中している。電気機器製造、
輸送・物流、自動車、消費財・小売の各セクターでは、掲げた目標と実際の進捗との間に顕著
なギャップが見られる。これらのセクターにおける脱炭素化の成果は、クリーンエネルギー・イ
ンフラ、低炭素素材の供給能力、消費者向け技術の転換といった外部技術の普及に大きく左右
される。したがって、今後の進展は、企業単体のコミットメントだけでなく、バリューチェーン全
体のエコシステムがどれだけ準備を整えられるかにかかっている。

一方で、より早い進展を可能にする基盤が整いつつあることを示す先進的な兆候も見られ
る。スコープ3排出量を開示する企業、または報告対象となる排出カテゴリを拡大した企業の
数は、2025年に30％増加した1,2。企業が報告範囲を広げ、バリューチェーンに関するデータ品
質を高めるにつれて、削減に向けた実践的な打ち手はより明確になってきている。スコープ3の
脱炭素化における次の段階は、新たな目標を策定することよりも、サプライヤー向けプログラ
ムの運用、製品の再設計と再利用、そして調達基準の適用を大規模に実行できるかどうかに
よって決まる。

スコープ3の排出削減実績は改善しつつあるが、なおセクター間でのばらつきがある

の企業は前年と比較してスコープ3排出量の 

算定結果を改善した1,230%

出所：PwC分析、CDP（2025年）

スコープ3の進捗と設定目標
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計画停電、電気料金の高騰、サプライチェーンリスクが相
次ぐ中、2025年は、エネルギーレジリエンスが取締役会レ
ベルの優先課題として定着した年となった。AIデータセン
ター需要の急増、長年十分な投資が行われてこなかった送
電網インフラ、そして変化し続ける環境規制が重なり、米国
内の電気料金は7～25％上昇した11。その結果、企業収益は
圧迫され、コスト負担は顧客の家計にも直接影響を及ぼし
ている。関心の高まりはデータにも表れており、Googleに
おける「エネルギーレジリエンス」の検索関心度は約10倍
に増加した15。これは、この課題が一部の運用上の懸念にと
どまらず、業界や地域を問わず最優先の戦略課題へと急速
に変化したことを示している。

同時に、電力供給の信頼性に対する懸念も高まっている。
北米電力信頼度協議会（NERC）の長期送電網信頼性評価
では、主要市場において需要の伸びが供給能力の増強を上
回っており、今後10年間で供給力の十分性に関するリスク
が高まると指摘されている16。異常気象による停電も増加し
ている。米国エネルギー情報局（EIA）によると、2024年に
米国の電力消費者が経験した停電時間は平均11時間に達
し、過去10年間の平均のほぼ2倍となった。主な要因は嵐に
よる影響である17。

エネルギーレジリエンスの達成

世界的に見ると、企業はわずか4年の間に、3度の地政
学的なエネルギーショックへの対応を迫られてきた。ロシ
アによるウクライナ侵攻は、国際エネルギー機関（IEA）が
「初の真に世界的なエネルギー危機」と呼ぶ事態を引き
起こした。この影響により、ユーロ圏のガス価格は約
180％急騰し、電力価格も大幅に上昇した18。近年では、
紛争や目まぐるしく変わる制裁措置が、ベネズエラ産原
油の供給やホルムズ海峡を経由する石油の流通に影響
を及ぼしている。こうした事実は、地政学的な混乱が企
業のエネルギーコストや供給リスクに、いかに速やかに
波及するかを改めて示している。

総じて、電力や燃料のコストが上昇し、安定供給への
懸念も高まる中で、エネルギー戦略は、リスク管理と競
争力維持の観点から、ますます重要な経営課題となって
いる。

企業はすでに対応を進めており、その動きはデータに
も表れている。産業部門におけるエネルギー効率化への
世界全体の投資額は、2020年から2025年の間に45％
増加し、約300億米ドルに達した19。これは、各社がエネ
ルギー需要を合理化し、供給や価格の変動に対する耐性
を高めようとしていることを示している。

ルールは変わった。
エネルギーは今や、戦略上のリスク要因となっている。

出所：Googleトレンド

出所：IEA『World Energy Investment 2025』、単位：2024年米ドル（MER換算）
注：IEAの報告書において、産業部門とは、主に鉄鋼やセメント、およびその他の製造業を指している。

Googleトレンドの推移（�Energy resilience�、2023年1月～2026年2月）

世界の産業部門におけるエネルギー効率化投資の拡大

その他の地域
米国
欧州連合
中国
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出所：Pexapark社『2026年 再生可能エネルギー市場見通し（Renewables Market Outlook 2026）』

出所：EIA『AI向けエネルギー供給』

エネルギー消費の脱炭素化に向けた選択肢は少なくなってきている

企業によるエネルギーレジリエンスへの投資は増えている
ものの、エネルギー消費を脱炭素化する道筋は、ますます厳し
い制約に直面している。2025年以降、規制、市場、基準設定を
めぐる変化が重なり、企業が消費する電力や燃料の炭素強度
を下げることは、実質的に難しくなっている。

企業の再生可能エネルギー導入を支えてきた政策環境は変
化しており、特に米国でその傾向が顕著である。2025年の「ワ
ン・ビッグ・ビューティフル・ビル法」（One Big Beautiful Bill 

Act、共和党が主導する包括的クリーンエネルギー法案）は、
主要なクリーンエネルギー税控除の段階的廃止を前倒しし、
新たな国内調達要件を導入した20,21。その結果、新規の風力・
太陽光プロジェクトをめぐる不確実性が高まり、企業の買い手
が利用できる信頼性の高いクリーンエネルギーの選択肢は減
少している。

その影響は市場にも明確に表れている。2025年に米国およ
び欧州で締結された電力購入契約（PPA）の総契約容量は前
年比19％減少し、契約件数も同26％減少した22。2026年初頭
にはクリーンエネルギー関連の取引が増加に転じたものの、そ
の回復の要因は、ほぼ全面的に、AI利用の急増に伴うデータ
センター開発事業者の需要によるものであった23。

エネルギー予算の規模が比較的小さい企業は、質の高いエ
ネルギープロジェクトを確保する上で、ハイパースケーラー（巨
大IT企業）との競争に苦戦する可能性がある。

こうした動きが進む一方で、多くの企業が依存してきた
市場の追い風は失われつつある。過去10年の大半にお
いては、電力会社が再生可能エネルギーを導入し、石炭
火力を廃止してきたことで、送電網平均の排出係数は低
下してきた24。これは、企業が直接的な対応を取らなくて
も、拠点別のスコープ2排出量が削減されるという、受動
的な脱炭素化をもたらしていた。しかし、この傾向は今後
弱まる可能性がある。米国について、IEAは、2030年まで
に増加するデータセンターの電力需要の大半が主に天
然ガスによって賄われ、送電網の脱炭素化の進展を遅ら
せる可能性があると予測している25。

さらに、GHGプロトコルが提案しているスコープ2算
定方法の改訂案では、マーケットベースの報告手法が、
従来の年間単位の証書マッチングから、より厳格な時間
単位および地域単位（デリバラビリティ）のマッチングへ
移行することになる14。仮にこの案が採用されれば、企業
は現在よりも複雑で、コスト増を招く可能性のある調達
構造を求められることになる。

これら一連の変化により、エネルギーの脱炭素化は一
段と難しくなっている。企業は今後、より限定的で競争が
激しく、複雑な市場の選択肢に依存せざるを得なくなる
可能性がある。

PPA契約数と市場規模

米国における燃料別のデータセンター向け発電量

TWh
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セクター中央値を上回る企業に対する評価価値

移行に整合するCapExシェアの
25～75パーセンタイル範囲

移行整合的CapEx割合の中央値（％）

より精緻化された資本配分

これまで企業は、設備投資を抑えながら脱炭素化を進
められる環境の恩恵を受けてきた。具体的には、送電網
のクリーン化、再生可能エネルギー証書や調達契約、
LEDへの切り替えなど、容易に実行できる効率化施策、
そして政策的な支援措置などである。

しかし今後は、その状況が変わっていく。これまでの追
い風が弱まる、または消失する一方で、エネルギーレジリ
エンス、規制対応、顧客需要の変化に伴う圧力は一段と
強まっている。優れた業績を上げる企業は、気候変動に
伴う移行と整合する活動に対して、焦点を絞った規律あ
る投資を行う企業となるだろう。

2025年、企業が気候変動に伴う移行と整合する活動
へ配分したCapEx（設備投資等の資本的支出）は、わず
かに減少した1。一方で、より多くの企業が気候変動に伴
う移行目標の達成に向けて前進しており、こうした目標
を維持、または強化していることも明らかになった1,2。こ
れらの傾向を総合すると、企業は脱炭素化への投資先や
投資方法について、より厳格かつ慎重に判断するように
なっていることが示唆される。すなわち、効果の低い取り
組みを避け、炭素の限界削減費用がより低いプロジェク
トを優先しているのである。

欧州連合（EU）の企業サステナビリティ報告指令
（CSRD）12は、「どの企業が気候変動に伴う移行に向けて
実質的な投資を行っているのか」について、これまで市場

に不足していた標準化され、監査を経た透明な視点を提
供した。PwCが、主に欧州企業による700社超のCSRD早
期報告書を分析したところ、先進企業と後れを取っている
企業との間で、明確な傾向の違いが浮き彫りになった。

金属・鉱業、石油・ガス、建設・不動産など、排出削減
が困難ないくつかのセクターでは、移行方針と整合する
CapExが継続的に高水準で維持されている。さらに、こ
の投資配分比率が高い企業ほど、より高いバリュエー
ションを得ている。

移行リスクや適応力が財務面で重要であり、資金需要
も大きいこれらのセクターにおいて、投資家は脱炭素化
の先進企業と後れを取っている企業を明確に見分け始
めている。

結論として、資本市場は、企業の将来の収益性を守る
ための賢明な取り組みを評価するだろう。ただし、単に
資金を投入すれば課題を解決できるほど単純ではない。
企業は、中核となる事業戦略と整合し、確かなビジネス
ケースに基づく投資を行う必要がある。同時に、気候変
動への移行期において、それらの取り組みがどのように
持続的な競争優位と業務上の優位性を生み出すのかに
ついて、投資家に対して明確で一貫性のあるストーリー
を示さなければならない。

出所：企業のCSRDレポート、PwC分析

排出削減が困難なセクターにおいても、移行に整合した事業活動に
CapExを重点的に配分している企業は、より高いバリュエーションを
獲得している3,4

セクター別の気候移行対応CapEx比率およびそれに伴う企業価値評価（EUタクソノミー準拠）
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レジリエンスの構築に向け、先進企業がエネルギーに関して行っている取り組み

エネルギーコストの上昇、送電網の信頼性低下、政策支援の変化を受け、企業にはエネルギーを単なるコスト項目ではなく、戦略的に管理すべ
き経営資源として捉えることが求められている。先進企業は、個別プロジェクトごとの対応から一歩進み、リスクを抑え、事業継続性を高め、脱
炭素化を着実に進めるための資本配分へと移行している。

1. エネルギー使用量を減らし、リスクを抑える。先進企業は、まずエネルギー効率の改善によって短期的な成果を確保し、そのうえで、コスト
とリスクを継続的に低減する投資へと移行している。エネルギー管理システム（EMS）、スマートビル技術、産業用センサーなどを活用する
ことで、どの施策が最も大きな効果を生むのかを精度高く見極めている。

2. 重要拠点の電力供給を守る。先進企業は、ダウンタイムによる損失や各地域の送電網の状況を踏まえ、事業継続に不可欠な拠点の優先
順位付けをしている。そのうえで、重要な設備等の電力負荷を把握し、需要を柔軟に調整し、蓄電池や自家発電などのオンサイト資産を導
入することで、電力供給の継続性を高めている。

3. ビジネスケースが成り立つ領域から電化を進める。エネルギー環境が大きく変化する中、先進企業は、コスト、性能、排出削減効果の面で
持続的なメリットが見込める用途に電化の対象を絞っている。既存資産の更新時期に合わせて電化改修を計画することで、資本効率を高
めている。また、信頼性向上やリスク低減の効果を投資判断に織り込み、地域ごとの送電網環境を踏まえて投資の妥当性を検証している。

4. 調達手段を分散し、エネルギーポートフォリオの耐性を高める。先進企業は、単発の契約に依存するのではなく、自社の電力使用の時間
帯や地域特性に応じて、複数の調達手段を組み合わせている。再生可能エネルギーの調達もその一部であり、ヘッジ効果、ベースリスク
（地域・市場間の価格差）、サステナビリティに関する主張の信頼性を慎重に見極めている。

5. エネルギー戦略の価値を社内外に明確に伝える。先進企業は、エネルギーを戦略機能としてガバナンス体制に組み込み、その価値を市場
に対して明確に発信している。エネルギーに関する議題を取締役会レベルに引き上げる一方で、調達、オペレーション、財務、サステナビリ
ティの各部門に意思決定権限を適切に分散させている。社外に対しては、エネルギーおよび脱炭素化への投資が、キャッシュフロー、レジリ
エンス、競争上のポジショニングにどう結びつくのかを説明することで、投資家へ単なる目標設定と実行力の違いを見極めやすくしている。

これらの能力を統合することで、企業は受動的なエネルギー管理を超えたステージに移行することがで
きる。企業は、エネルギーレジリエンスを、事業継続性、コスト規律、長期的な脱炭素化の進展、そして
究極的には市場における差別化を実現するための、持続的な原動力としている。
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25% 58% 18%

2023年

2024年

2025年

サプライチェーン全体における包括的な透明性とトレーサビリティの確立**

一次サプライヤーのみの
可視化

二次以降のサプライヤーの限定的な
マッピング

複数階層における継続的なマッピングと開示

サプライチェーンのリスク低減

サプライチェーンの実態を把握することで、企業は混乱への対応力を高め、 
利益率を守り、スコープ3排出量の削減を進めることができる

地政学的な混乱、関税の変動、エネルギー市場の不安定化、気候変動に起因する原材料不足な
どにより、不確実性は高まっている。こうした環境下では、サプライヤーをマッピングし、サプライ
チェーン全体のモノの流れを把握する能力がこれまで以上に重要になっている。サプライチェーン
の実態を把握することで、企業は混乱への対応力を高めるだけでなく、排出量に大きな影響を与
える要因を特定し、効果的な対策を講じることができる。

しかし、リスクが深刻化し、地政学的な危機が相次ぐ中でも、多くの企業はサプライチェーンの全
体像を十分に把握できていない。Fortune 500企業158社を対象とした調査によると、25％の企
業は二次以降のサプライヤーを把握しておらず、58％は二次サプライヤーまでの把握にとどまって
いる。また、二次以降のサプライヤーの活動や排出量を継続的に追跡できている企業は18％にす
ぎないと報告されている5。このギャップは、とりわけ複雑なサプライチェーンを持つ製造業にとっ
て大きな課題となる。企業は通常、可視化できる情報や測定可能なデータに基づいて意思決定を
行う。しかし実際には、排出量への影響が大きい要因ほど、サプライチェーンの上流に存在してい
ることが少なくない。

こうした課題は、農業・食品・飲料、消費財・小売、ヘルスケアなど、排出量の多くがサプライ
チェーン上流で発生するセクターで特に顕著である。これらの業種では、排出量の大部分が原材
料調達や製造工程など上流工程で発生しているにもかかわらず、把握できている範囲が一次サプ
ライヤーや販売業者との取引にとどまるケースが少なくない。その結果、排出量を概算することは
できても、データの精度が十分ではないため、上流工程で実現した排出削減効果を正確に把握・
反映することが難しくなる。

一方、サプライチェーンの上流まで高い精度で把握できている企業は、スコープ3排出量の削減
において大きな優位性を持つ。排出量の多い工程やサプライヤーを特定し、優先順位を付けて対
応できるだけでなく、取り組みの進捗状況も継続的かつ高い精度で把握することができる。

の企業は依然として二次サプライヤー以降を可視化、把握できておらず、58％は二次サプライヤー
について部分的にしか把握していない。サプライチェーンの複数階層でしっかりとした管理能力を
構築できている企業は、わずか18％にとどまっている5

25%

サプライヤーの可視化*（2023～2025年）

* サプライヤーの可視化とは、企業がサプライヤーを特定し、上流の製品や原材料の流れおよび活動を追跡する能力のことを指す。これに関連するプログラムには、 
サプライヤーマッピング、製品および材料のトレーサビリティシステム、サプライヤーデータの収集、上流のデューデリジェンスなどが挙げられる。

出所：企業のサステナビリティおよびサプライヤー行動規範に基づくPwCの分析

** 分析対象企業のうち、サプライチェーン全体のトレーサビリティを示した企業は存在しなかった。
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6% 23% 64% 7%
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限定的な関与、または関与なし 体系的だが対象範囲の狭いサプライヤー脱炭素化プログラム
体系的かつ大規模なサプライヤー脱炭素化プログラム
サプライヤー全体におけるインセンティブに基づく取り組み

2023年

2024年

2025年

10%

6% 62% 4%

1%

4% 30% 63% 13%

28%

39% 50%

限定的であるか、正式な要件がない 自主的基準、または一部のサプライヤーへの限定的な要件適用
全サプライヤーへの要件適用と、基本的な監視・監督
全サプライヤーに対する要件の厳格な検証と徹底

2023年

2024年

2025年

サプライヤーエンゲージメントは拡大するも、 
インセンティブと規制執行に遅れ

サプライチェーンの脱炭素化によるレジリエンスと競争優位性の実現

サプライヤーエンゲージメントを戦略的な優先課題として位置付けている企業は、スコー
プ3排出量の削減に加え、コストの安定化や事業レジリエンスの強化においても優位に立っ
ている。

地政学的な分断、関税の変動、気候変動に起因する原材料不足、エネルギー供給をめぐ
る課題などにより、サプライヤーネットワーク全体の不確実性は高まっている。しかし、資源
効率の向上やサプライヤーとの関係強化を通じて上流工程の排出削減を進めることで、サ
プライチェーンの混乱による影響を抑えることができる。

PwCの分析によると、2023年以降、サプライヤーエンゲージメントは大きく進展してお
り、企業の取り組みは自主的な基準の運用から、正式なサプライヤー要件の導入へと発展
している5。一方で、こうした要件の運用やインセンティブの付与は依然として限定的である。
企業には、スコアカードや調達要件など既存のプロセスに脱炭素化を組み込み、サプライ
ヤーの気候変動対応に関する説明責任を明確化するとともに、その取り組みを後押しする
余地が残されている。先進企業では、インセンティブやモニタリングの仕組みに加え、サプ
ライヤーを重要度に応じて分類し、最も影響の大きい領域に経営資源を集中している。特
に、排出量への影響が大きく、自社の影響力も及びやすいサプライヤーを優先的な対象と
している。

その結果、サプライヤーとの連携はより深化している。影響力の大きいサプライヤーに対
する研修、コーチング、共同プロジェクトなど、重点を絞った投資を通じて、協力関係が具
体的な成果へと結び付き、双方にとっての価値創出につながっている。

脱炭素化へのサプライヤーエンゲージメント*（2023～2025年）

サプライヤー脱炭素化の要件**（2023～2025年）

* サプライヤーエンゲージメントとは、企業が研修、協働、パフォーマンスに関するフィードバック、およびサプライヤーの進捗状況を監視する仕組みを通じて、気候変動
対策のパフォーマンスについてサプライヤーとどの程度積極的に関わり合っているかを示すものである。

出所：企業のサステナビリティ報告書およびサプライヤー行動規範に基づくPwCの分析

** サプライヤーへの要件とは、企業がポリシー、契約条項、排出量開示の要請、コンプライアンスの監督を通じて、サプライヤーに対する要求水準をどの程度厳格に定
めているかを示すものである。

四捨五入のため、各項目の合計が総計と一致しない場合がある。
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サプライヤーの能力向上を通じた、排出量削減の迅速化、コスト削減、 
レジリエンスの高い調達の実現

スコープ3脱炭素化は依然として多くの企業の課題となっているが、サプライチェーンに
的を絞った取り組みは成果を上げ始めている。

PwCの分析によれば、サプライヤーの可視化、エンゲージメント、調達方針などの強化
が、スコープ3排出量削減の加速と関連していることが示されている1,5。これら3つの取り組
みは相互に補完し合う関係にある。可視化によって注力すべき領域が明確になり、調達方
針によって目指すべき水準が定まり、エンゲージメントが具体的な行動を促す。こうした取り
組みを組み合わせることで、より重点を絞った施策の実行が可能となり、長期的な脱炭素化
の成果向上につながる。今後数年間は、主要サプライヤーの取り組みとスコープ3排出量削
減との結び付きが、さらに強まると見込まれる。

この傾向は業種によって異なる。農業・食品・飲料など、上流工程での排出量が大きい業
種では、先進企業が農場レベルでの協働を通じて、サプライヤーの排出量削減を進めている。
一方、排出量が下流工程に集中する傾向にあるテクノロジー企業やエレクトロニクス企業
では、製品使用時のエネルギー消費を抑える設計や、低炭素な原材料の導入に向けて、サ
プライヤーとの連携を強化している。

サプライチェーンの混乱が深刻化するなど現実的な課題はあるものの、企業はスコープ3

削減のさらなる前進を支える基盤として、サプライチェーン管理能力の強化を進めている。

サプライヤー管理体制の強化が、スコープ3排出量削減
を加速1,5

サプライチェーンの成熟度と前年比スコープ3排出量の削減率（2025年）

1サプライチェーンの成熟度は、サプライヤーの可視化、エンゲージメント、および要件提示の3つのスコアの平均値である
スコア範囲：
1～2：初期段階
3～4：プロセスと体制の構築中
5～6：能力の確立
7～8：高度で効果的な取り組みを大規模に実施
9～10：業種をリードするエンドツーエンドの対応能力
出所：企業のサステナビリティ報告書およびサプライヤー行動規範、CDPに基づくPwCの分析（2025年）
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サプライヤーの可視化と把握が進むことで、排出量データはより実用的なものとなる。ステークホルダーとの関わり
方が成熟するにつれ、企業はスコープ3排出量の削減を実現するための基盤となる機能を構築していくことになる。
こうした機能は、排出量削減だけでなく、サプライチェーンのレジリエンス向上やコスト効率の改善にもつながる。

1. 二次以降のサプライヤーもマッピングする：先進企業では、サプライヤーに対して上流の取引先情報の開示を
求めるとともに、原材料や製品の流れを追跡し、データプラットフォームを活用してサプライチェーン全体の可視
性を高めている。その結果、二次以降のサプライヤーなど、把握できる範囲を拡大し、問題が発生してから対応
するのではなく、先回りして意思決定できるだけの透明性を確保している。

2. サプライヤーデータの品質と説明責任を高める：先進企業は、重要なリスクを把握し、排出量をより正確に定量
化するために、サプライヤーデータの収集と品質向上を優先課題としている。多くの場合、サプライヤーに排出
削減目標の設定や、一定の基準に沿った排出量報告を求めることで、データの信頼性と説明責任を高めている。

3. サプライヤーの移行を支援し、行動を促す：先進企業は、サプライヤーに期待を示すだけでなく、脱炭素化に向
けた移行を実現できるよう支援している。脱炭素化手法に関する研修、改善施策の共同推進、再生可能エネル
ギーの導入支援、設備更新や再生型農業への転換に向けた資金支援などを通じて、サプライヤーの取り組みを
後押ししている。

4. 影響が最も大きい領域に経営資源を集中する：先進企業は、全てのサプライヤーを一律に管理するのではなく、
排出量や事業リスクへの影響が大きいサプライヤー、原材料、製造工程を優先している。こうした重点化により、
取り組みの成果を高めるとともに、エネルギー価格の変動、原材料不足、供給混乱といったリスクへの耐性を強
化している。

サプライチェーンの脱炭素化におけるリーダーシップとは

これらの機能が一体となって、企業はサプライチェーンの脱炭素化を単なる報告業務から、
事業運営上の戦略へと転換させることができる。その結果、排出量を削減し、変動に対応
し、長期的なパフォーマンスを支えるための機能を備えたサプライチェーンが生まれる。
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31%

21%
19%

14%

順調 全企業 遅れ 目標なし

スコープ3の脱炭素化は、製品レベルで決まる
傾向が強まっている

製品戦略は、企業がバリューチェーン全体の排出量を
設計段階から抑制し、コスト変動への耐性を高めるとと
もに、高まる顧客の期待に応えるうえで重要な役割を
担っている。

原材料の選定から製品機能の設計に至るまでの判断
で、製品ライフサイクル全体における環境負荷の最大
80％を左右する可能性がある26。つまり、製品開発は、排
出量削減、資源効率の向上、そして環境性能を通じた競
争力強化を実現するための有力な手段の一つである。

その効果は事業面にも及ぶ。調査によれば、独自のサ
ステナビリティ特性を備えた製品は、業種や製品カテゴ
リによって差はあるものの、6～25％の増収効果をもたら
している6,7,8,9,10。

サステナビリティを製品に組み込むことで、企業は排
出量、コスト、リスクを低減できるだけでなく、製品の差
別化を図り、価格プレミアムを獲得し、新たな収益機会を
創出することができる。

サステナビリティを軸とした差別化は、素材、製造工程、
耐久性、ビジネスモデル、そして使用済み製品のリサイクル
といった要素に関する意思決定に支えられている。こうした
要素は、気候変動に起因する混乱への対応やスコープ3排
出量削減への要請が高まる中で、企業のレジリエンス向上
と脱炭素化の推進に直結するものとなっている。

実際に、製品戦略が脱炭素化の成果に与える影響はすで
に顕在化している。スコープ3削減目標の達成に向けて順調
に進んでいる企業ほど、製品ライフサイクル全体にサステナ
ビリティを組み込む傾向が強い。調査対象となったFortune 

500企業では、目標達成が順調な企業の約31％が製品サス
テナビリティを本格的に導入しているのに対し、目標達成が
遅れている企業では19％、スコープ3目標を設定していない
企業では14％にとどまっている1,2,5。製品のサステナビリティ
は、単なる目標や方針を、測定可能な成果へと結び付ける
重要な仕組みとして注目されている。

こうした流れが加速するにつれ、信頼性の高い製品デー
タの重要性も高まっている。企業は、社内の意思決定と市場
への訴求の双方を支えるため、製品レベルでの透明性確保、
環境影響の定量化、そして第三者による検証への投資を進
めている。こうした取り組みは、製品の脱炭素化による効果
を確実に実現し、経済的価値を創出するとともに、グリーン
ウォッシングのリスクを回避するうえで重要である。また、ど
の企業が将来的に競争優位を獲得できるのかを見極めるう
えでも有効な指標となる。

製品のサステナビリティの真の価値

この図は、サステナビリティの影響の定量化、指標、基準、要件を、製品設計、開発、そして広範なライフサイクルの意思決
定に大規模に組み込んでいる企業を示している。企業は、スコープ3の目標達成状況に基づいて列ごとに分類されている。

製品におけるサステナビリティの考慮事項には、原材料の選定、耐久性、再利用、および修理可能性のための設計、資源
効率、そしてライフサイクル全体の環境影響の削減が含まれる。

「大規模に」という表現は、サステナビリティの一体化が、個別の製品群を超えて設計とライフサイクルの意思決定に考慮
されていることを示す。

出所：企業のサステナビリティ報告書とCDPの開示に基づくPwCの分析（2025年）

スコープ3の目標達成に向けて順調に進んでいる企業は、 
製品のサステナビリティを拡大できる可能性が高くなる 
（目標達成が順調な企業は31％、順調でない企業は19％）1,2,5

製品サステナビリティの先進的な取り組みを導入している企業の割合 
（スコープ3の目標達成状況別、2025年）
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現在、サステナビリティを掲げた製品は、米国の消費
財売上高の24％を占めており、英国やドイツなどの市場
ではその割合がさらに高くなっている7。電気自動車の世
界市場シェアも拡大を続けており、米国市場では足元で
伸びが鈍化しているものの、世界全体では販売台数の
25％を超えている27。こうした動きは、電力・公益事業、
金属・鉱業、電気機器・制御・自動化、建設・不動産な
どの業界がけん引する電化の流れとも一致している。こ
れらの業種では、気候変動対策への移行に関連する売
上高が30％以上を占めていると報告されている1。

特に消費財・小売分野では、サステナビリティに基づく
価値提案と財務パフォーマンスとの結び付きが強まって
いる。

製品のサステナビリティは価値創造の原動力となっているが、多くの企業は収益目標を達成する
ために取り組むべき課題を抱えている

8～13%

製品設計にサステナビリティを効果的に組み込んでい
る企業は、成熟度の低い同業他社と比べて8～13％高い
収益性を実現しており、企業価値評価においても高いマ
ルチプルが付与されている3,4。

多くの企業では、製品サステナビリティへの取り組みが
特定製品や特定部門に限定された個別施策にとどまっ
ている。一方、先進企業は製品サステナビリティを全社戦
略と結び付け、製品ポートフォリオ全体の持続可能性向
上に向けて、各部門の役割と責任を明確化している。

企業は、2030年までに気候変動対策に関連する収益
が大幅に拡大すると見込んでいる一方で、短期的な進捗
は期待を下回っている1,2。今後、製品のサステナビリティ
に関する取り組みを、顧客ニーズや自社戦略と明確に結
び付けながら高度化できる企業ほど、新たな成長機会を
獲得していくと考えられる。

製品設計にサステナビリティを効果的に組み込ん
でいる消費財メーカーや小売業者の方が、収益性
が高い3,4

出所：PwC分析、CDP（2024年、2025年）

企業は2030年までに気候変動対策に関連する収益の拡大
を見込んでいるものの、2025年の実績は予想を下回った1,2

気候変動移行に整合する売上高の実績と予測 
（2024～2030年）
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カナダ

EPR：プラスチック包装に関する拡大生産者
責任規則の全国的な統一（2025年以降）28

PFAS：カナダ環境保護法（CEPA）に基づ
く規制案（2025～2026年予定）29

米国

EPR：2025年から、7つの州（カリフォルニア
州、コロラド州、メイン州、メリーランド州、ミ
ネソタ州、オレゴン州、ワシントン州）において、
EPR包装報告義務が開始された31

グリーンウォッシング：連邦取引委員会（FTC）
の「グリーンガイド」は、引き続き環境関連の
マーケティング表示に関する連邦政府の主要
な枠組みである32

PFAS：有害物質規制法（TSCA）に基づく報
告義務は2026年から開始され、州レベルでの
製品販売禁止措置は2025年から2030年にか
けて段階的に導入される30

EU

EPR：デジタル製品パスポートおよび包装に
関する規則は、2030年までに段階的に導入さ
れる予定である37

グリーンウォッシング：不公正取引慣行指令
（グリーントランジションに向けて消費者に権
限を付与する改正指令（EU）2024/825を含
む）38

PFAS：2026年以降、EUの化学物質の登録、
評価、認可および制限（REACH）枠組みなどに
基づく、より広範な規制が導入される見込み36

英国

EPR：2025年から包装材のEPR報告が行われている34

グリーンウォッシング：競争・市場庁（CMA）の「グ
リーン・クレーム・コード」33は、裏付けのある環境
関連表示に対する要求基準を定めている

PFAS：2026年にPFAS計画を発表、PFASの適切
な管理と使用削減に向けた国家規模の取り組み35

アジア

PFAS：2025年以降、規制
は中国39、日本40、韓国41を
含む主要市場全体に拡大
している

サステナブル製品の市場シェアは拡大している。同時に、その価値を証明する
ためのハードルも上がっている。

米国、英国、およびEUの各国政府は、環境関連のマーケティングや製品表示に関する規制や
指針を強化している。英国およびEUでは、誤解を招くおそれのある環境表示に対して、より厳格
な執行体制と罰則が導入された。コロンビア大学ロースクールの気候変動訴訟データベース42

の分析によると、サステナビリティに関する主張をめぐる訴訟は2023年以降も高い水準で推移
しており、「カーボンニュートラル」や「ネットゼロ」を掲げた製品に関する主張が、とりわけ争
点となるケースが多い。

同時に、サステナビリティへの期待は脱炭素化にとどまらず、製品規制そのものに組み込ま
れつつある。米国では7つの州で拡大生産者責任（EPR）に基づく包装関連の法律が施行され
ており31、EUでは「持続可能な製品のためのエコデザイン規則」43により、耐久性、再生素材の
利用、ライフサイクルの透明性、使用済み製品への責任といった要件が強化されている。

有機フッ素化合物（PFAS、いわゆる「フォーエバーケミカル」）などの安全性が懸念される化
学物質についても、規制強化の動きが広がっている。EU、米国、アジアの一部では、繊維、包装、
電子機器など幅広い分野で、使用制限、報告義務、段階的廃止が導入されている。規制は個別
物質単位から物質群単位のアプローチへ移行しつつあり、より厳格な情報開示とトレーサビリ
ティが求められることで、原材料の見直しや製品の再設計を促している。

こうした動向を受け、サステナブル製品の市場機会を捉えようとする企業に求められる水準
は一段と高まっている。サステナビリティに関する主張は、信頼性の高いライフサイクルデータ、
透明性の高いサプライチェーン、そしてライフサイクル評価や製品カーボンフットプリント算定な
ど、説明可能で検証可能な手法によって裏付けられる必要がある。

こうした基盤を欠く企業は、レピュテーションリスクや規制リスクに直面する。一方で、必要な
基盤を構築した企業は、変化する規制要請に先行して対応しながら、確かな根拠に基づいて製
品を差別化できる。その結果、競争優位の獲得につなげることが可能となる。

出所：PwCの分析

製品のサステナビリティに関連するさまざまな規制の例
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多くの企業が低炭素製品への転換を試みる一方、先進企業はサステナビリティを製品の強みに変えるために基盤整備
を進めている。

1. 製品のサステナビリティを単独部門の取り組みにとどめない：製品のサステナビリティに関する取り組みは、単独
のプロジェクトとして運営されることが多い。先進企業はそれを企業の全社的な優先事項と結び付け、インセン
ティブと連携させ、収益の増加、利益率の向上、およびリスクの低減のための部門横断的な推進力として活用して
いる。

2. サステナビリティを製品設計に組み込む：先進企業は、研究開発および製品開発プロセスにライフサイクル思考
とサーキュラーデザインの原則を取り入れている。原材料、性能、および耐久性に関する決定は、排出量のみなら
ず、顧客にもたらす価値も踏まえて行われている。

3. サプライチェーンの透明性を高める：製品の脱炭素化は、上流での原材料選択と、製品ライフサイクル全体にわ
たる製造プロセスが及ぼす影響をどれだけ深く理解できるかにかかっている。サプライチェーンが適切に把握さ
れ、サプライヤーとの関係が強い企業は、製品の影響を定量化し、設計改善の機会を特定する上で有利な状況に
ある。

4. 効果を実証するためのデータ品質に投資する：一貫して信頼できる製品、製造工程、販売データと、ライフサイク
ル評価、製品のカーボンフットプリント、環境製品宣言、およびトレーサビリティツールなどを活用することで、企業
は排出量を定量化し、ホットスポットを特定し、その削減効果を実証できるようになる。

5. 製品を提供するための事業基盤を構築する：先進企業は営業部門に対し、脱炭素化を顧客のためのビジネス価
値として説明できるよう、データに裏付けられた明確な価値提案を提供している。主にエネルギーや廃棄物コスト
の削減、規制対応、排出量削減、報告体制の改善といった形で示される。特にB2B市場では、脱炭素化が顧客の
コスト削減、利益率の改善、サステナビリティのコミットメントの達成にどう役立つかを企業が示すことができれ
ば、競争上の強みとなる。

製品の脱炭素化を先導する企業は何が違うのか

総括すると、こうした能力を備えることにより、製品のサステナビリティは単なるブランディ
ングの域を超えたものとなる。サステナビリティをより恒久的な存在、すなわち、イノベー
ション、差別化、そして長期的な競争力の原動力へと転換させている。

はじめに 製品のサステナビリティ 脱炭素化におけるAIエネルギーと資本 サプライチェーン目標設定と進捗 今後の展望 分析手法と出典
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60%

<1%
20%

脱炭素化を進めるために
AIの使用を開始している企業

AIによる測定可能な脱炭素化の成果を
報告している企業

脱炭素化についてAIに戦略的に
投資している企業

調査対象の
全ての企業

脱炭素化の推進役としてのAI

AIのパラドックス

人工知能（AI）は、あらゆる主要なビジネスプロセスを変革す
る可能性を秘めている。また、サステナビリティを取り巻く環境に
も大きな変化をもたらしつつある。しかし、その影響は多くの企業
が想定しているものとはやや異なる。

従来、AIとサステナビリティは相反する関係として語られること
が多かった。AIは膨大な電力を消費する一方で、排出量削減を実
現するための有力な手段でもある。IEAの推計によると、2024年
のデータセンターの電力消費量は約415テラワット時（TWh）であ
り、世界の電力需要の約1.5％を占めている。さらに、AIの導入拡
大に伴い、2030年までにその電力消費量は2倍以上に増加する可
能性がある44。これにより、再生可能エネルギーと化石燃料由来の
電源の双方において、電力をめぐる競争が激化しており、電気料金
上昇の一因ともなっている。一方、AIは排出量削減を実現するた
めの強力なツールでもある。産業プロセスの高度化、建物におけ
るエネルギー利用の最適化、物流効率の向上など、さまざまな分
野で活用が進んでいる。AIは非効率な箇所を特定し、従来は不可
能だった規模とスピードでの意思決定を可能にしている。

しかし、「AIは排出量を増やす一方で削減にも貢献する」とい
う単純なパラドックスとして捉えるだけでは、現在起きている変化
を十分に説明できない。この18カ月間で、AI技術は過去10年間
を上回る速度で進化してきた。そして今、真に重要なのは、AIが持
つ潜在能力と、企業が実際に活用できている能力との間に存在す
るギャップである。そのギャップこそが、現時点におけるサステナ
ビリティ推進の最大の機会となっている。

最先端機能の飛躍的進歩

多くの企業が脱炭素戦略の一環としてAIを試験的に導入し始
めている。しかし、その活用は依然として初期段階にとどまってい
る。PwCの分析では、60％の企業が事業運営の脱炭素化にAIを
使用していると報告しているが 5、その大半はプロセスの最適化、
エネルギーのモニタリング、予防保全などの第1世代の機械学習
にとどまっており、現在利用可能で、高度なAI機能を十分に活用
できていない。

現在のAIは、排出量の大規模な検証、高解像度での環境変化
の把握、さらには数分単位での気候予測の生成まで可能にしてい
る。それにもかかわらず、脱炭素化に向けて次世代AIを戦略的に
活用している企業は5社に1社にすぎず、AIによる排出量削減効果
を定量的に把握できている企業は1％未満にとどまっている5。

これは、より根本的な能力不足を示している。サステナビリティ
部門の多くは、AIの導入を排出量削減の成果へと結び付けるた
めに必要なデータ基盤、測定の枠組み、そして部門横断的な推進
体制を十分に備えていない。

AIの導入そのものは加速している。しかし、企業が実際に活用
しているAIと、現在利用可能な最先端機能との間には依然として
大きなギャップが存在する。そのギャップこそが、脱炭素化を加速
させる新たなビジネス機会となっている。

出所：企業の公表データに基づくPwCの分析（2025年8月時点）

60%
の企業が、事業運営の脱炭素化のためにAIを導入していると報
告しているが、サステナビリティ向けに最先端のAI技術を戦略的
に活用しているのは5社に1社にとどまっている

脱炭素化にAIを活用している企業の現状
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13% 88%

9% 27% 55% 9%

14% 14% 71%

14% 43% 29%

15% 30% 26%

33% 67%

38% 29% 24%

43% 14% 14%

50%

50%

25%

25%

57% 14%

68% 18%

89% 11%

40% 23% 17% 20%

14%

30%

10%

29%

25%

13% 13%

14% 14%

9% 5%

農業・食品・飲料

自動車

化学・素材

建設・不動産

消費財・小売

ヘルスケア

製造業

金属・鉱業

石油・ガス

電力・公共事業

テクノロジー・電子機器

輸送・物流

電気機器、制御、および自動化

全体

戦略的にAIを導入
AIの導入は限定的 AIの導入なし

大規模にAIを導入

戦略的にAIを導入：AIが、事業運営および／またはバリューチェーン全体にまたがる3つ以上の使用事例を含む、戦略的な全社レベルの
プログラムとして導入され、事業戦略または脱炭素化の目標と明確に結びついている。
大規模にAIを導入：AIが、業務効率化、エネルギー・資源の最適化、または脱炭素化に関連する2～3件の使用事例において、実証実験
の段階を超えて導入されており、その導入範囲が拡大していることが示されている。
AIの導入は限定的：AIの利用が1つの事例にとどまっており、通常は初期段階の実証実験、単独での導入、あるいは適用範囲が狭い、拡
張性に関する実証が限定的なアプリケーションとして導入されている。

出所：企業の公表データに基づくPwCの分析

四捨五入のため、各項目の合計が総計と一致しない場合がある。

現在AIが価値を生み出している分野 組み込みか、後付けか

AIの導入状況には、業種による差が見られる。

電力会社や電気機器メーカーでは、AIを活用して電力系統の
運用を高度化し、再生可能エネルギーの発電量予測やエネル
ギー需要の管理を行っている。製造業では、スマートファクトリー
へのAI導入を通じて、エネルギー消費量の削減、製造工程の効
率化、廃棄物の削減を進めている。輸送・物流企業は、配送ルー
トの最適化や車両利用率の向上にAIを活用し、燃料消費量と運
営コストの双方を削減している。テクノロジー企業では、データ
センターのエネルギー管理にAIを導入することで、冷却効率や
ハードウェア利用率の改善を実現している。

こうした部門に共通しているのは、企業が直接的な業務管理
権限を持ち、豊富なリアルタイムデータを活用できる領域におい
て、AIが大きな脱炭素効果をもたらしている点である。

一方で、ヘルスケア、化学・素材、消費財・小売などの業種で
はAIの導入は依然として限定的である。このことは、複雑なバ
リューチェーンの中に脱炭素化の機会が存在する一方で、上流
工程の可視性が十分でないことが、AIを活用した排出量削減の
障壁となっていることを示している。言い換えれば、これらの業
種には依然として大きな改善余地が残されている。全体として、
複雑な物理システムを運用し、大量の業務データが発生する業
種ほどAIの導入が進んでいる。一方で、それ以外の業種では導
入ペースは依然として緩やかであり、今後の成長余地も大きいこ
とがうかがえる。

AIを活用したサステナビリティ推進において、最も効果
的なアプローチは、AI自体の構築方法にあるのかもしれ
ない。

企業が中核的な業務機能にAIを導入する際、ほとんど
のシステムは、サステナビリティを最初から組み込むこと
なく構築されている。仮に導入されるとしても、それは意
思決定が終わった後、つまり選択肢がすでに限られ、コス
トが確定した段階になってからである。

設計段階からサステナビリティに関する知見を組み込
み、排出量、エネルギー、炭素価格、インセンティブに関す
るデータに基づいて意思決定を行う企業は、より迅速かつ
的確な判断を下すことができる。炭素価格の導入下で採
算が取れなくなる調達先を回避し、資本を投入する際にイ
ンセンティブを効果的に活用し、排出量と同時にエネル
ギーコストも管理できるようになる。対応を先送りする企
業では、すでに稼働しているシステムに後から改修するコ
ストがかかってくる。

これは、すぐに判断すべきシステムの基本構造に関わ
る決定である。企業が今後12～18カ月の間にエージェン
ト型AIプロセスを構築する場合、サステナビリティに関す
る知見はその時点で組み込まれるか、後から追加される
かのいずれかになる。適切なシステム構築を実現するた
めには、正確な排出量データ、炭素価格シグナル、気候
変動リスクスコア、規制要件といった基盤情報に、システ
ムからリアルタイムでアクセスできる環境を整備すること
が不可欠である。

事業の脱炭素化のためのAIの導入（業種別）
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2%

14%

調査対象の
全ての企業

GHGおよびサステナビリティの報告に
AIを活用し始めている企業

GHGおよびサステナビリティの報告に
AIを大規模に組み込んでいる企業

見過ごされてきた機会：データ問題の解決

高度なAIの活用事例に注目が集まっているが、短期的に見て最大の機会は、より基本的な
課題であるサステナビリティデータの課題への対処である。

いまだに多くの企業は、断片的な排出量データ、手作業による報告プロセス、そして自社の
事業範囲外に対する可視化の不足といった課題を抱えている。これらは、意思決定と情報開
示の双方の質を制約する要因となっている。AIツールを活用することで、データ収集の自動
化、大量のサプライヤー情報や業務データの分析、温室効果ガスインベントリの精度と効率
の向上、さらにはデータソース間の不整合の検出が可能になる。

しかし、2025年8月現在、データの質が進捗の最大の制約要因となっているにもかかわら
ず、サステナビリティや排出量報告の改善にAIを活用していると公表している企業は約14％
にとどまっている5。

こうした状況を正当化することは、今後ますます難しくなるだろう。気候変動に関する情報
開示への要求は高まり続けており、排出量データはもはや年次報告書だけのものではない。
企業間で比較・検証可能な情報へと変化しつつある。投資家は、企業が報告した数値を独立
した高頻度データと照合して検証できるようになっており、データの不整合を見過ごすことは
難しくなっている。

こうした変化に伴い、サステナビリティデータの役割は、コンプライアンス対応から経営指
標へと変わりつつある。投資家、規制当局、そして企業自身が検証可能な排出量データを重
視するようになるにつれ、その傾向はさらに強まるだろう。AIを活用した測定・管理システム
を構築した企業は、報告負担を軽減できるだけでなく、開示情報の整合性を高め、推定に依
存した管理から実測に基づく管理へと移行することが可能になる。

出所：企業の公表データに基づくPwCの分析（2025年8月時点）

2% の企業が、サステナビリティおよび温室効果ガス排出量の報告をより
効率的に行うため、AIを大規模に導入していると公表している5

温室効果ガス（GHG）およびサステナビリティの報告にAIを導入する企業
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AIを活用している脱炭素化先進企業が他と一線を画している点

企業がAIの導入を進める中、先進企業はその活用において、より厳格な姿勢と戦略的な視点を持っている点で他
と一線を画している。

1. 実務オペレーションにおける削減効果に重点を置く：先進企業は、実験的な活用事例を追求するのではなく、
多くの場合、エネルギー使用量、生産効率、物流パフォーマンスなどに関連する、信頼性の高いデータの活用
を優先している。

2. 設計段階からAIシステムにサステナビリティを組み込む：意思決定の後にサステナビリティ要件を追加するの
ではなく、排出量、エネルギー、コストに関する要素をモデルや意思決定ロジックに初期段階で組み込んでいる。

3. 排出量削減の成果を測定する：AI活用の取り組みでは、生産性向上だけでなく、測定可能な省エネルギー効
果や排出量削減効果を実現できているかどうかも評価対象としている。

4. データ課題の解決にAIを活用する：企業は、排出量データの管理や実績把握を自動化することで開示情報の
正確性を高めるとともに、事業運営の改善に必要な可視化を実現している。

先進企業の間では、AIが業務効率を改善し、気候関連のデータシステムを強化し、 
測定可能な脱炭素化の進捗を加速させるための実用的なツールとなりつつある。

はじめに 製品のサステナビリティ 脱炭素化におけるAIエネルギーと資本 サプライチェーン目標設定と進捗 今後の展望 分析手法と出典
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未来を見据えて：特定の未来への賭けではなく、あらゆる状況への備えを構築する

急速に変化する世界において、過去のトレンドをそのまま将来の予測に用いることは難しくなっている。前提条件は変
化し、これまで想定していなかった領域でも変動が生じている。異常気象は資産や事業運営に大きな影響を及ぼし得る。
エネルギー需要は予想外の場所で急増することもある。今後10年間の脱炭素化は決して直線的には進まず、多くの分岐
点に直面することになるだろう。こうした環境において重要なのは、「昨年何が起こったか」ではなく、「今後5～10年にわ
たって持続する変化は何か」「不確実性が高まる中で、企業はどのようにレジリエンスを高めるべきか」を問い続けるこ
とである。

だからこそ、サステナビリティは財務的な観点から再定義されつつある。本報告書を通じて明らかになったのは、適
切な資本配分が成果につながること、エネルギーが取締役会レベルの戦略課題となっていること、サプライチェーンが
競争力の源泉となり得ること、製品のサステナビリティが成長の原動力となっていること、そしてAIが脱炭素化を加速さ
せる大きな可能性を持っていることである。しかし、価値の源泉を理解するだけでは十分ではない。先進企業とその他
の企業を分けるのは、その価値をどのように実行へと結び付けるかである。

本報告書で示した5つのテーマは、それぞれ独立したトレンドではなく、相互に関連しながら今後のサステナビリティ
戦略を形作る要素である。PwCは、これらの傾向が今後さらに強まると見ている。

• 意思表明から規律ある着実な実行へ：企業は、脱炭素化の新たな局面に入りつつある。規制、フレームワーク、市
場環境の変化が重なる中、多くの企業が今後、目標の再評価を迫られるだろう。コミットメントそのものは維持され
るとしても、その妥当性や実現可能性について、これまで以上に厳格な検証が求められる。こうした環境では、目標
設定そのものよりも、実行力と具体的な成果を示すことが重要になる。

• より厳格な資本配分によるエネルギーレジリエンスの実現：AI関連需要の拡大に伴い、電力価格への上昇圧力は
高まり、これまでのような容易な脱炭素化は難しくなっていく。企業には、移行投資に対してより規律ある姿勢が求
められる。設備投資中心のアプローチから「サービスとしてのエネルギー（Energy-as-a-Service）」モデルへの移
行、移行コストの早期織り込み、そして投資判断と経営戦略との統合が重要になる。

• サプライチェーンのリスク低減：多くの企業は、依然として最も重要な領域を十分に可視化できていない。一次サプ
ライヤーより上流の活動や排出量を継続的に把握できている企業は18％にとどまっている。サプライヤーエンゲー
ジメントは、スコープ3排出量の削減とレジリエンス向上の双方に貢献し得る。一方で、影響の大きい排出源は自社
の外部に存在することが少なくない。先進企業は、サプライネットワークのマッピング、影響力の大きいサプライヤー
への重点的な働きかけ、そして説明責任とインセンティブの仕組みを通じて競争優位を構築している。AIは、こうし
た取り組みを単なる報告業務から、排出量と調達リスクの双方を管理するオペレーション戦略へと進化させる重要
な役割を担うだろう。

• 製品設計への脱炭素化の組み込み：製品設計は今後も排出量削減と収益成長の両面において重要な役割を果たす
だろう。消費者が商品選択や購買においてエージェント型商取引を活用するようになるにつれ、製品ごとの環境影響
データや認証情報の重要性は一層高まる。こうした環境では、自社の製品情報や属性データをAIが活用できる形で整
備することが、循環型設計や材料選定への投資と同じくらい重要になる。

• AIの導入による排出量影響の具現化：サステナビリティや排出量報告の改善にAIを活用している企業は依然として少
数にとどまっている。しかし今後、こうした取り組みを行わないことを説明するのは難しくなるだろう。AIはサステナビ
リティデータを、コンプライアンス対応のための情報から、経営判断を支える指標へと変えていく。AIを活用する企業
は、報告負担の軽減、排出量モニタリングの自動化、サプライチェーンリスクの早期把握を実現し、そのデータをより
迅速で質の高い意思決定につなげることができる。

将来の成功には、戦略的な投資、焦点を絞った実行、そしてステークホルダーとの適切なコミュニケーションが不可欠
である。測定可能な成果への期待が高まる中、こうした能力を統合的に構築できる企業は、不確実性を競争優位へと変
えることができる。一方で、それができない企業は、収益性や競争力に対する圧力の高まりに直面することになるだろう。
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今後の道筋

これが実際に意味するところは単純明快だ。すなわち、変革への圧力、物理的資産リスク、サプライチェーンの制約、政策動向の足並みが必ずしも揃わない複数のシナリオにおいても、成果を上げられる戦略を策定し、
実行することである。先進企業は、資本をより効率的に配分し、製品とサプライチェーンをより効果的に管理し、どのようなシナリオでも、収益の拡大、利益率の向上、リスクの低減につながる多様な取り組みを進めている。
こうした行動が、投資対象としての企業の魅力を高めている。具体的な取り組みとしては、以下が挙げられる。

• 製品設計を見直し、使用する原材料をより少なく、より軽く、あ
るいは代替材料に置き換えられるようにする。

• リサイクル性とモジュール性を重視した循環型ビジネスモデル
を採用する。

• 信頼性と透明性の高いサステナビリティ関連の製品表示を行う。

成果：真のサステナビリティ特性を備えた製品は成長の原動力と
なりつつあり、従来型製品に比べて収益を6～25％以上押し上げ
る6,7,8,9,10。同時に、資源効率に配慮した製品設計は、原材料価格
の変動、供給不足、関税の高騰から利益率を守る。

収益拡大の推進 利益率の向上 リスクの低減

この1年は、脱炭素化がプレッシャーに屈するかどうかが試される年だった。しかし、実際には揺るがなかった。目標が維持されたのは、その背景に明確な価値があったからである。そして、この現実を踏まえて行動し
続ける企業は、脱炭素化をレジリエンス、利益率の向上、そして成長を支える持続的な競争力へと変えつつある。

• スマートビルディングやプロセスの最適化など、高い効果が見込
まれるエネルギー効率向上施策に投資する。

• エネルギー管理の高度化やピーク負荷シフトを推進し、ピーク
需要料金の削減を図る。

• AIを活用して非効率な部分を特定し、設備の最適化、メンテナ
ンスの高度化、原材料調達および資源効率の向上を進める。

成果：不要なエネルギー消費や原材料使用を削減することで、価
格変動、電力供給の不安定化、炭素価格の影響を抑えることができ
る。その結果、利益率とキャッシュフローの安定化につながる。

• バリューチェーン全体の透明性を高め、規制リスク、見えにくい
コスト、非効率性を低減する。

• 排出量、データ、実績に関する明確な調達水準を設定し、サプラ
イヤーとの連携を強化する。

• AIと分析を活用し、集中リスク、地政学的リスク、気候変動リス
ク、コンプライアンス上の不備を早期に特定する。

• エネルギー制約、原材料価格の変動、供給不安、規制動向など
の外部環境変化を継続的にモニタリングする。

成果：可視性とデータの整合性を高めることで、事業運営上のリス
クとバリューチェーン上のリスクを低減し、コスト管理の改善にもつ
ながる。

第3回年次脱炭素化状況報告書  | 35 PwC

はじめに 製品のサステナビリティ 脱炭素化におけるAIエネルギーと資本 サプライチェーン目標設定と進捗 今後の展望 分析手法と出典今後の展望



アフリカ
アジア
欧州

中東
北米
オセアニア

南米

205

105

276

284

457

110

240

513

115

107

799

169

167

農業・食品・飲料

自動車

化学・素材

建設・不動産

消費財・小売

電気機器、制御、および自動化

ヘルスケア

製造業

金属・鉱業

石油・ガス

電力・公共事業

テクノロジー・電子機器

輸送・物流

小規模（5億米ドル未満）
中規模（5億～20億米ドル）
大規模（20億～70億米ドル）

非常に大規模（70億米ドル超）
情報なし

調査方法
企業の目標の変化を評価

企業が気候変動対策の目標を強化しているか、後退させ
ているか、あるいは維持しているかを評価するため、2023年、
2024年、2025年のCDP提出データを比較した。各企業の削
減目標の全体像と、スコープ1、2、3にわたる削減ペースを総
合的に検討した。削減目標をより高い水準に設定している企
業は「意欲が高まっている」と評価され、削減目標をより低い
水準に設定している企業は「意欲が低下している」と評価さ
れた。

例えば、次のような場合、その企業は「意欲が高まっている」
と見なされる可能性がある：

• 基準年と目標年の対象期間が同じ場合に、削減率目
標値が増加している

• 排出量削減率は変わっていないが、目標年度が前倒し
された

• 排出量スコープが追加され、削減対象となる排出量の
総量が増加した

PwCの手法では、基準年の排出量の再算定に起因する
削減目標の変動を調整して考慮した。

分析の範囲

本評価では、CDPへの回答、サステナビリティ報告書、または初期段階のCSRD報告書を通じて情報を提供
した3,547社を対象とした。昨年の報告書とは異なり、今回のCDPのサンプルからは金融サービス企業と専門
サービス企業を除外し、実体経済と事業活動の脱炭素化に分析の焦点を絞った。

地域別の企業内訳

企業の規模別内訳（収益）

業種別企業内訳

概要

「The State of Decarbonization」では、2025年の企業
の気候変動対策に関する目標が過去数年と比べてどのよ
うに変化したか、各社が気候目標に対してどの程度進捗し
ているか、そしてサプライチェーンエンゲージメント、製品の
サステナビリティ、エネルギーレジリエンス、脱炭素化に向
けたAIの活用といった主要テーマにおいて、戦略、取り組
み、行動がどのように進化しているかを分析している。

本調査では、2025年CDP開示サイクル（6月18日～11月
19日）のデータ、企業のサステナビリティ報告書、CSRD報告
書、10-K報告書、S&P Capital IQ、Science-Based Targets

イニシアティブ（SBTi）、および企業のウェブサイトや報道記
事などのさまざまな公開情報源を参考にしている。これらの
情報源には、2025年12月～2026年3月にアクセスした。

AIを活用して知見を広げる

今回の分析では、AIを活用して企業報告書、サプライヤー
行動規範、製品のカーボンフットプリントに関する文書、プ
レスリリースや投稿、その他のメディアを分析・比較した。こ
のようなAIによる知見を総合的に活用することで、企業の
戦略や行動が、気候変動対策の目標や公表された目標に
対する実行状況とどのように関連し、どのように支えている
かをより深く理解することができる。
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目標に対する進捗の評価

企業が気候目標の達成に向けて順調に前進しているかど
うかを評価するにあたり、PwCは各社がCDPに提出した絶
対値ベースおよび排出原単位ベースの気候目標に全面的に
依拠した。排出原単位ベースの目標については、まず絶対値
ベースの排出量への影響を推計・算出し、絶対値ベースの
目標との標準化された比較を可能にした。CDPに複数の目
標を提出した企業については、各企業の短期的な削減目標
の達成にとって最も重要な目標を特定した。その際、対象と
する業務範囲が限定的な目標よりも、組織全体を対象とし
た目標を重視した。その後、年間削減率を一定と仮定し、各
企業が目標年度に向けてたどる削減経路を算出した。

現在のCDP報告年度における各企業の進捗状況を総合
的に評価するため、算出した目標削減経路の値と実際に報
告された値を比較した。その結果、削減経路の値以下であ
れば「順調」、それ以上であれば「遅れ」と判定した。

脱炭素化の実践の評価

本調査では、AIを活用した手法と統計的手法を組み合わ
せて、企業がサプライヤーエンゲージメント、製品のサステナ
ビリティ、エネルギー管理プログラムや実践において、気候変
動対策の目標に対してどのように実行しているか、また脱炭
素化を推進するためにAIをどう活用しているかを調査した。

PwCは、以下を含むさまざまな情報源から情報を抽出する
ために、目的に合わせて調整したプロンプトを使用した：

• 2023年、2024年、2025年の企業のサステナビリティ報
告書

• 企業のCSRD報告書（早期回答分）

• サプライヤー行動規範

• 製品のカーボンフットプリントおよびライフサイクル評価
文書

• 10-K報告書、決算説明会の議事録、投稿・プレスリリー
ス、およびメディア報道など、その他の情報源

次に、特定のトピックに関する実践に基づいて企業を評価
した。例えば、ツールキットや研修、体系的な改善計画を活
用して体系的な取り組みを行っている企業には、「サプライ
ヤーエンゲージメントの成熟度」においてより高いスコアを
付与した。また、サステナビリティのパフォーマンスに対して
サプライヤーに報奨やペナルティを与える仕組みの厳格さ、
詳細度、規模に基づき、別途「インセンティブ／ペナルティ」
のスコアも付与した。

最後に、これらのAIに基づく定性スコアと、定量的データ
および属性データ（CDP、時価総額・売上高・EBITDAなど
のS&P CapIQ指標、ならびに目標の野心度および進捗状況
の評価）との関連性を検証した。
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出所
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